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経 営 方 針

　当社は今年で創業９０周年を迎えました。これを機に新しいコーポレートロゴ及びスロ

ーガン「あしたのもと（A taste of the future）」を導入し、これを味の素㈱の象徴として、ま

た当社のブランド戦略の重要な施策と位置付けて展開しています。

　新スローガンは、「私たちは、地球的な視野にたち“食”と“健康”、そして明日のより

よい生活に貢献します」という企業理念をより端的に表現したものです。

　「食品・アミノ酸系の日本から出発した世界企業」として、真に社会に信頼される企業

をめざして、以下の５つの経営方針を掲げております。

① 連結経営の推進

　　　国内海外、あわせて約１２０企業を連結決算の対象とした連結事業計画の策定と

　　　フォローについて、連結経営推進班を設置し、１９９９年度の本格実施と並行し

　　　て、連結経営管理システムを構築していきます。

② ブランド戦略の強化

　　　現在、当社は国内外に様々なブランドをもっていますが、商品の機能・効能と、

　　　生活者に対する社会的・精神的な価値を十分に見据え、また、味の素に受け継が

　　　れた“創造力と困難に立ち向かう精神”の原点に立ち返りながら、これらのブラ

　　　ンドを強化していきます。

③ 世界一のコスト競争力の確立

　　　当社はグローバルな事業展開を積極的に推進しており、現在、世界に２１カ国９

　　　１拠点、うち４５の生産拠点を展開しています。国際競争が激化するなか、価格

　　　競争に耐え、市場で確固たる地位を築くには、何よりもコスト面での優位性が不

　　　可欠です。まず、当社のコアビジネスであるグルタミン酸ナトリウム、リジンを

　　　はじめとするアミノ酸、そして核酸についてコスト競争力をゆるぎないものにす

　　　るために精力的な取り組みを続けています。

④ 研究・開発の構築

　　　　２１世紀に向け、独創的かつ戦略的な技術で世界をリードできる「技術立社」を

　　　　めざします。そのために、リサーチ機能を強化するとともに経営戦略・事業戦略

　　　　に直結した研究開発体制を国内外で構築していきます。

⑤ 社会への貢献

　　　世界企業としての自覚をもち、仕事を通じ、地域社会や環境と共生していく必要

　　　があります。良き企業市民としての意志を明確にし、国内外で社会への貢献を実

　　　践していきます。

　また、上記の理念及び方針を支える行動指針として、「味の素株式会社行動規範」を制定

し、取締役はもとより全従業員が遵守しなければならない事項を明文化しました。

　当社の利益配分の基本方針は、長期にわたり安定した配当を継続するとともに、企業体
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質強化のため内部留保の充実を図ることです。内部留保金につきましては、主に設備投資、

研究開発並びに国内外への投融資等に有効活用いたします。また、キャッシュフロー重視

の経営に注力し、利益成長を実現することを通じ、株主各位のご支援にお応えする所存で

す。

経 営 成 績

＜当中間期の概況＞

　当中間期のわが国経済は、政府の経済政策の効果が浸透し、個人消費が復調するなど、

緩やかな景気回復の兆しが現われ始めました。食品業界におきましては、厳しい残暑によ

る季節商品への寄与がありましたが、市場の成熟化、低価格化の進行が見られ、総じて厳

しい状況が続きました。

　このような状況にありまして、当社は、大型の新製品を投入し、新コーポレートロゴを

導入するなどブランド戦略を推進しました。また、生産部門をはじめとして、全社的コス

トダウンに努めました。さらに、連結経営に対応する組織改編およびグループ企業の再編

を行い、競争力を強化しました。

　これらの結果、当期間の売上高は、前年同期を 17 億５千万円上回る 3,157 億４千１百万

円（前年同期比 100.6％）となり、中間利益は、前年同期を 6 億 1 百万円上回る 56億 4千

8 百万円（前年同期比 111.9％）となりました。

　当期の中間配当金につきましては、前期と同様１株につき５円とさせていただきました。

　次に営業の概況を取扱商品部門別に述べます。

調味料部門

　家庭用は、「ほんだし」の増収やそうざいの素「ごはんがススムくん」の大ヒットなどに

より、売上げを伸ばしました。業務用は、「味の素」、天然系調味料、外食市場向け調味料

の増収にもかかわらず、核酸の輸出価格の下落等により、全体として前年をわずかに下回

りました。

　以上の結果、調味料部門の売上げは、前年同期実績を上回りました。

油脂部門

　食用油は、家庭用が「ピュアライトオイル」の伸長があったものの、オリーブ油の需要

減退、ギフト市場の低迷などにより、前年を下回りました。業務用は、加工油脂等の拡売

により、好調な成績を収めました。ミール類は、国際相場の下落、円高の影響で減収とな

りました。

　以上の結果、油脂部門の売上げは、前年同期をやや下回りました。
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加工食品部門

　スープ類は、製品改訂を行った「クノール カップスープ」が大幅な増収となり、売上げ

を伸ばしました。マヨネーズ類は、「ピュアセレクトマヨネーズ」が伸長したものの、その

他の製品が減収となり、前年実績をやや下回りました。ケロッグ製品は、減収となりまし

た。

　冷凍食品は、家庭用が「
ホット

ＨＯＴ－
ワン

１」のピラフ類の拡売、健康志向の「マザーセレクト」

シリーズの寄与などにより増収となりましたが、業務用が外食市場低迷の影響を受けわず

かながら減収となりました。冷凍パン生地は、引き続き前年を上回りました。

　以上により、加工食品部門の売上げは、前年同期並みとなりました。

飲料・乳製品部門

　コーヒー類は、「ブレンディ」ボトルコーヒーなどが増収となり、好調な成績を収めまし

た。

　カルピス㈱製品は、主力製品で苦戦を強いられたものの、昨年発売した「桃とカルピス」

の貢献などにより、わずかながら売上げを伸ばしました。

　チルド乳製品は、「ダノン・ビタリナ」ヨーグルトなどが伸長したものの、製品アイテム

の整理を行ったために、減収となりました。

　以上により、飲料・乳製品部門の売上げは、前年同期実績を上回りました。

医薬・アミノ酸・化成品部門

　医薬品は、肝疾患用分岐鎖アミノ酸製剤「リーバクト」などが伸長したうえ、糖尿病用

剤「ファスティック」の発売もあり、大幅に売上げを伸ばしました。

　医薬用アミノ酸は、国内向けが概ね前年並みとなったものの、輸出が円高の影響を大き

く受け、全体として前年実績を下回りました。医薬中間体は、引き続き大幅な増収となり

ました。スポーツ栄養食品「アミノバイタル」は、液状タイプの製品も加わり、大きく伸

長しました。

　アミノ酸系甘味料アスパルテームは、国内向けが飲料メーカーへの好調な販売により伸

長したものの、アジア、中南米への輸出が前年を下回り、やや減収となりました。

　化成品は、化粧品原料などの増収により、堅調な成績を収めました。

　以上により、当部門の売上げは、前年同期実績を上回りました。

その他の部門

　「味液」は、概ね前年並みの実績となり、蛋白質改質酵素（トランスグルタミナーゼ）「ア

クティバ」は、売上げを伸ばしました。

　海外関係会社等からのロイヤルティ収入は、飼料用アミノ酸の減収などにより、前年を

大きく下回りました。
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海外事業

　主要な海外法人は、ブラジルにおいて通貨切り下げの影響を受けたものの、アジアを中

心に「味の素」などの調味料の生産・販売が総じて順調に推移しました。飼料用アミノ酸

がリジンの価格下落の影響を大きく受けました。

＜通期の見通し＞

　今後の企業環境につきましては、雇用不安などによる消費の回復の遅れ、為替相場の先

行き不透明に加え、企業間競争の激化など、依然として予断を許さない状況にあります。

　当社といたしましては、このような状況にありまして、グローバルな連結経営を強力に

推進し、競争力強化に努めます。すなわち、グローバルな視点での事業の再構築、成長分

野への積極的資源投入、コスト、技術による競争優位の確立に注力します。

　以上の見通しにより、通期の業績は、売上高 6,200億、経常利益 290億、当期純利益 140

億円を見込んでおります。

  なお、今下期において、道路法及び都市計画法に基づく事業である「国道４０９号改築

工事（川崎縦貫道路、大師駅前広場）」事業及び「川崎都市計画道路（大師駅前線）」事業

の用地として、建設省関東地方建設局からの譲渡申し入れを受け、当社川崎工場用地の一

部譲渡を行います。

 本件に関しては、租税特別措置法に規定する収用等の場合の課税の特例の適用を受ける予

定であり、その限度額を利益処分により建物等償却資産の圧縮記帳に充当するものであり

ます。一方、補償金額の税務上の扱い（対価補償金の金額及び仮勘定経理できる経費補償

金等の金額）について、検討を行っている最中であり、特別利益に計上すべき譲渡益の額

や圧縮記帳の金額が未確定であるなど、不確定な部分が多いため、当期純利益等に対する

影響額については、確定し次第報告致します。
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＜コンピュータ西暦２０００年問題対応状況＞

1 対応状況等

1.1 取組方針

　弊社では、２０００年問題を経営の重要課題として捉え、社会システムの一員

としてその責任を果たすよう最善を尽くします。

1.2 取組体制

　１９９７年１月より、情報システム・製造設備について、それぞれの専門担当

部所が対応をしてきましたが、１９９８年１２月には、２０００年問題を経営の

重要課題として再認識するとともに、取締役経営企画部長を統括責任者とする全

社的な「２０００年問題連絡会」を発足いたしました。

1.3 対応の進捗状況

1.3.1 情報システム

 ①ハード機器（含む基本ソフト）

l 必要な対応を完了いたしました。引き続きメーカー等からの情報を収集

いたします。

 ②アプリケーションシステム

l 必要な対応を完了いたしました。

l １９９９年５月には重要なシステムについて総合的なテストを行い、確

認いたしました。

 ③企業間データ交換

l 既存の交換フォーマットを変更しないまま対応することについて、取引

先と確認いたしました。

l ＶＡＮ会社、銀行等と２０００年日付でのデータ交換のテストを行い、

確認いたしました。

1.3.2 製造設備、分析研究設備

 ①制御システム

l ９０％の対応を完了しており、残り１０％についても完了のめどがたっ

ています。

 ②マイクロチップに依存する計装機器

l 主要な機器について必要な対応を完了いたしました。引き続き詳細につ

いて調査いたします。

1.3.3 事務機器、ビル管理設備に関する対応

l 本社の事務機器・ビル管理設備については、対応を完了しております。

支店等他事業所についても対応を完了いたしました。

1.3.4 得意先との連携

l 営業部門では２０００年問題でお客様・ユーザーにご迷惑をかけること
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がないよう、得意先との連携を深めています。

1.3.5 主要取引先、製造委託先への確認

l 原材料購入先の対応について文書により確認いたしました。特に重要な

取引先とは会議を持ち、各社での対応状況を確認いたしました。

l 関係会社および製造委託先にも２０００年問題への対応を徹底するよう

依頼しております。現在、対応完了の確認中です。

2 対応のための支出金額等

２０００年問題のためだけに支出した金額を明確に区分することは困難ですが、情報

システムの再構築、統合パッケージの導入、機器の更新によって２０００年問題を解

決した部分もあり、支出金額は国内外関係会社を含め約１９億円の見込みであります。

尚、資金及び要員は確保されております。

3 危機管理計画等

２０００年に向けて十分な対応・テストを実施おりますが、不測のトラブルに備え、

危機管理計画を策定いたしました。

年末年始の対応体制について

年末年始には「２０００年対策本部」を設置し、国内外関係会社を含めた状況の把握

と経営陣を中心とした情報の共有化を行います。

4 その他

１９９９年３月より、弊社ホームページに２０００年問題対応状況について掲載をし

ております。今後、対応状況を随時更新していく予定です。

（http://www.ajinomoto.co.jp/ajinomoto/company/2000/top.htm)
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製品別売上高明細

（百万円未満切捨て）

1 1 年 ９ 月 中 間 期 1 0 年 ９ 月 中 間 期 増 減 1 1 年 ３ 月 期

調 味 料 ５４,７３４ 17% ５４,１２１ 17% ６１３ １１２,２１４ 18%

油 脂 ３３,５６６ 11% ３４,９３６ 11% △ １,３７０ ７０,２５７ 11%

加 工 食 品 ８０,５５９ 26% ８１,０４１ 26% △ ４８２ １６３,３２５ 27%

飲料・乳製品 1 ００,４０４ 32% ９７,１５４ 31% ３,２４９ １７４,２９０ 29%

医 薬 品

ア ミ ノ 酸

化 成 品 ３９,２５４ 12% ３７,８７２ 12% １,３８１ ７３,２２８ 12%

そ の 他 ７,２２４ 2% ８,８６５ 3% △ １,６４０ １６,４２９ 3%

合 計 ３１５,７４１ 100% ３１３,９９１ 100% １,７５０ ６０９,７４５ 100%

輸 出 比 率 5 .7 ％ ４.６％ ４.３％

＜製品区分内訳＞

調 味 料 ： 「味の素」、「うま味だし･ハイミー」、「ほんだし」、

「Ｃｏｏｋ Ｄｏ」 等

油 脂 ： 油脂、油粕、植物蛋白 等

加 工 食 品 ： スープ、マヨネーズ、冷凍食品 等

飲料・乳製品 ： コ－ヒ－、飲料、チルド乳製品 等

医薬品・アミ ： 医薬品、各種アミノ酸、アスパルテーム、化成品 等

ノ酸・化成品

そ の 他 ： 「味液」、酵素、澱粉、ロイヤルティ 等
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損 益 計 算 書
（百万円未満切捨て）

科 目 １１年９月中間期 １０年９月中間期 増 減 １ １ 年 ３ 月 期

売 上 高 ３１５,７４１ 100.0% ３１３,９９１ 100.0% １,７５０ ６０９,７４５ 100.0%

売 上 原 価 ２３６,８０２ 75.0% ２３５,３６６ 75.0% １,４３５ ４５０,５４４ 73.9%

売 上 総 利 益 ７８,９３９ 25.0% ７８,６２４ 25.0% ３１５ １５９,２００ 26.1%

販売費及び一般管理費 ７０,２０９ 22.2% ７０,１３８ 22.3% ７１ １４３,９５２ 23.6%

営 業 利 益 ８,７２９ 2.8% ８,４８５ 2.7% ２４３ １５,２４８ 2.5%

営 業 外 収 益 ６,８８３ 2.2% １２,４４９ 4.0% △ ５,５６５ ２０,７０８ 3.4%

受 取 利 息 １０８ ８４ ２３ ３０３

受 取 配 当 金 ３,８０１ ７,３４２ △ ３,５４０ １０,９２３

有 価 証 券売 却 益 ２,６５３ △ ２,６５３ ２,６５５

雑 収 入 ２,９７４ ２,３６８ ６０５ ６,８２６

営 業 外 費 用 ４,０６５ 1.3% ２,１５１ 0.7% １,９１３ ５,０６２ 0.8%

支 払 利 息 １,１４８ １,１０８ ３９ ２,３１９

雑 損 失 ２,９１６ １,０４２ １,８７３ ２,７４２

経 常 利 益 １１,５４８ 3.7% １８,７８４ 6.0% △ ７,２３６ ３０,８９４ 5.1%

特 別 利 益 １,４０７ 0.4% ２６,９６４ 8.5% △ ２５,５５６ ２７,３４３ 4.5%

固 定 資 産売 却 益 ３,０２２ △ ３,０２２ ３,３９８

投資有価証券売却益 ２３,５５５ △ ２３,５５５ ２３,５６７

そ の 他 １,４０７ ３８５ １,０２１ ３７７

特 別 損 失 ４,６９６ 1.5% ３７,１６０ 11.8% △ ３２,４６４ ３８,１７４ 6.3%

子 会 社 整 理 損 ２８,８６０ △ ２８,８６０ ２８,８６０

そ の 他 ４,６９６ ８,３００ △ ３,６０３ ９,３１３

税 引 前 中 間 利 益 ８,２５８ 2.6% ８,５８７ 2.7% △ ３２８ ２０,０６３ 3.3%

法 人 税 ･ 住 民 税 及 び 事 業 税 ３,１４８ 1.0% ３,５４０ 1.1% △ ３９２ ８,７７９ 1.4%

法 人 税 等 調 整 額 △ ５３８ △ ５３８

中 間 純 利 益 ５,６４８ 1.8% ５,０４７ 1.6% ６０１ １１,２８４ 1.9%

前 期 繰 越 利 益 ９,２４９ ９,４２８ △ １７８ ９,２４８

過年度税効果調整額 ９,６６７ － ９,６６７ －

中 間 配 当 額 － － － ３,２４７

利 益 準 備 金 積 立 額 － － － ３２４

中 間 未 処 分 利 益 ２４,５６５ １４,４７６ １０,０８９ １７,１４１
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貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨て）

11年９月中間期 1 1 年 ３ 月 期 増 減 10年９月中間期

(11. 9. 30 現在) (11. 3. 31 現在) (10. 9. 30 現在)

（資 産 の 部） ６２９,７０２ ６２１,６９９ ８,００３ ６５２,０２７

流 動 資 産 １９４,３７５ １９８,８５４ △ ４,４７８ ２４０,６３１

現 金 ・ 預 金 ２１,０５０ ２８,２４０ △ ７,１９０ ４１,７１３

受 取 手 形 １１,３２０ １４,３２５ △ ３,００５ １１,８１９

売 掛 金 ９３,３９５ ９３,３７６ １８ ９３,８５７

有 価 証 券 ３,３２５ １,３７５ １,９５０ １,３１６

商 品・製 品・半 製 品 ３２,５９４ ３４,６８１ △ ２,０８６ ３４,６２９

仕 掛 品 ５,５０９ ５,１５８ ３５１ ５,５０３

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ７,０９８ ７,４３１ △ ３３２ ８,１６０

前 払 費 用 １,４２９ ８８７ ５４１ ２,６２４

短 期 貸 付 金 ８５０ ７５２ ９８ ７００

未 収 入 金 １２,３２４ １０,４０７ １,９１７ ３８,７１４

そ の 他 の 流 動 資 産 ３,１６０ ３,２１０ △ ５０ ２,４１９

繰 延 税 金 資 産 ３,７６１ － ３,７６１ －

貸 倒 引 当 金 △ １,４４５ △ ９９２ △ ４５３ △ ８２９

固 定 資 産 ４３５,３２６ ４２２,８４５ １２,４８１ ４１１,３９６

有形固定資産 １２５,２２２ １２９,６８７ △ ４,４６４ １２７,０７１

建 物 ・ 構 築 物 １０４,８１６ １０８,６５４ △ ３,８３８ ９６,２０７

機 械 装 置 １４８,１６６ １５４,４１６ △ ６,２４９ １５１,９４０

車 両 ・ 器 具 備 品 ３０,２１５ ２９,９６２ ２５２ ２９,３４９

減 価 償 却 累 計 額 △１９８,７７２ △２０４,０３２ ５,２６０ △２００,５０８

土 地 ３６,３７７ ３６,３８１ △ ４ ３６,３８９

建 設 仮 勘 定 ４,４１９ ４,３０４ １１４ １３,６９３

無形固定資産 ８,３８５ ２,９４８ ５,４３６ ２,９８１

投 資 等 ３０１,７１９ ２９０,２０９ １１,５１０ ２８１,３４３

投 資 有 価 証 券 ９９,１６３ ９９,１５９ ３ ９３,２７１

子 会 社 株 式 １５７,２１６ １４７,７３８ ９,４７７ １４７,５７７

出 資 金 １,５５８ １,５５８ － １,５７９

子 会 社 出 資 金 ３１,８６６ ３０,９７９ ８８７ ２７,８８０

長 期 貸 付 金 １０４ １２２ △ １７ １９５

長 期 前 払 費 用 ６２４ ５,８９０ △ ５,２６５ ５,４８７

そ の 他 の 投 資 等 ５,４９２ ５,５１６ △ ２４ ５,３５２

繰 延 税 金 資 産 ６,４４４ － ６,４４４ －

貸 倒 引 当 金 △ ７５１ △ ７５６ ４ △ １

合 計 ６２９,７０２ ６２１,６９９ ８,００３ ６５２,０２７
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（百万円未満切捨て）

１1年９月中間期 1 1 年 ３ 月 期 増 減 10年９月中間期

(11. 9. 30 現在) (11, 3. 31 現在) (10. 9. 30 現在)

（負 債 の 部） ２６３,００２ ２６５,５８３ △ ２,５８１ ２９８,９０２

流 動 負 債 １４６,１５２ １４９,０６８ △ ２,９１６ １８３,２１７

支 払 手 形 ２１１ － ２１１ １

買 掛 金 ７７,２９５ ６８,１２０ ９,１７５ ６９,５７７

短 期 借 入 金 ４,３００ ５,１１５ △ ８１５ ３６,６３２

コマ－シャルペ－パ－ １９,９９９ ３０,０００ △ １０,０００ ３０,０００

未 払 金 １６,９１８ １８,０１４ △ １,０９６ １８,５７８

未 払 費 用 ２３,７２６ ２４,２６６ △ ５３９ ２４,３４３

未 払 法 人 税 等 ２,４１５ ２,６７２ △ ２５７ １,９８０

そ の 他 の 流 動 負 債 １,２８５ ８８０ ４０５ ２,１０４

固 定 負 債 １１６,８５０ １１６,５１４ ３３５ １１５,６８４

社 債 ７０,０００ ７０,０００ － ７０,０００

転 換 社 債 １８,３０４ １８,３０４ － １８,３０４

長 期 借 入 金 ８４９ ８４９ － １２５

預 り 保 証 金 １４,２５５ １４,３００ △ ４４ １４,８４１

退 職 金 引 当 金 １３,３９０ １３,００９ ３８０ １２,３６７

そ の 他 の 固 定 負 債 ５０ ５１ △ ０ ４６

（資 本 の 部） ３６６,７００ ３５６,１１５ １０,５８４ ３５３,１２５

資 本 金 ７９,８３６ ７９,８３６ － ７９,８３６

法 定 準 備 金 １２５,９０６ １２５,４３３ ４７３ １２５,１０８

資 本 準 備 金 １１１,１２３ １１１,１２３ － １１１,１２３

利 益 準 備 金 １４,７８３ １４,３１０ ４７３ １３,９８５

剰 余 金 １６０,９５７ １５０,８４６ １０,１１１ １４８,１８１

任 意 積 立 金 １３６,３９１ １３３,７０５ ２,６８６ １３３,７０５

中 間 未 処 分 利 益 ２４,５６５ １７,１４１ ７,４２４ １４,４７６

（ う ち 中 間 利 益 ） ( ５,６４８) ( １１,２８４) (△ ５,６３５) ( ５,０４７)

合 計 ６２９,７０２ ６２１,６９９ ８,００３ ６５２,０２７
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重要な会計方針

　

１．有価証券の評価基準および評価方法

　　（１） 取引所の相場のある有価証券は、移動平均法による低価法（洗替え方式）です。

　　（２） 取引所の相場のない有価証券は、移動平均法による原価法または純資産額を勘

　　　　　 案した評価によっております。

　　（３） 単独運用の金銭の信託により運用している有価証券は、バスケット方式低価法

           （洗替え方式）によっております。

　２．たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　　　 総平均法による低価法です。

　３．固定資産の減価償却方法

　　（１） 有形固定資産は、定率法を採用しております。

　　　　　 ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）の償却方

           法は定額法によっております。

　　（２） 無形固定資産は、定額法を採用しております。

　４．引当金の計上基準

（１）  貸倒引当金は、売上債権等の貸倒の損失に備えるため、法人税法の定める限

度額（法定繰入率）のほか、債権の回収可能性を検討して計上しております。

（２）  退職金引当金は、従業員については、調整年金制度に移行した勤続３年以上

かつ４５歳以上の従業員を除く従業員の退職金の支給に備えるため、期末自己

都合要支給額に基づき算定した年間繰入見積額の１／２を、役員については、

役員退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額により算定し

た年間繰入見積額の１／２を、それぞれ計上しております。

　　　　 　 役員についての退職金引当金は、当中間期末現在８５４百万円であり、商法

           第２８７条 ノ２に規定する引当金にあたります。

　５．リース取引の会計処理方法

　　　　 　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

           ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

           採用しております。

　６．消費税等の会計処理方法

　　　　 　税抜方式を採用しております。
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表示方法の変更

９９年３月期からの事業税等の表示区分変更にともない、前中間会計期間の損益計算書

及び貸借対照表の表示区分の変更を行なっております。
前中間会計期間において事業税は、損益計算書・販売費及び一般管理費の「租税公課」
に含めて表示しておりましたが、当中間期の表示にあわせて「法人税、住民税及び事業税」

に含めて表示するように変更いたしました。
この変更により、前中間期の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ７１

０百万円増加しておりますが、前中間期純利益に対する影響額はありません。

前中間会計期間まで、事業税及び事業所税の未納付額を、貸借対照表上「未払事業税等」

に含めて表示しておりましたが、表示区分の変更にともない、前中間期における事業税の
未納付額（８１０百万円）は「未払法人税等」に、事業所税の未納付額（１２９百万円）

は「未払金」に含めて表示するように変更いたしました。

当期から、法人税その他利益に関する金額を課税標準として課される租税につきまして

は、税効果会計を適用して財務諸表を作成しております。
この変更にともない、貸借対照表においては、「繰延税金資産」の表示を、また損益計算

書においては「法人税等調整額」及び「過年度法人税等調整額」の表示をいたしました。
法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による圧縮積立金及び特別償却
準備金の積立及び取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しております。

前中間会計期間の損益計算書において、区分掲記していた「有価証券売却益」は、当中

間期において金額の重要性がなくなったため「雑収入」に含めて表示する方法に変更いた
しました。当中間期の有価証券売却益は２８百万円です。
前中間会計期間の損益計算書において、区分掲記していた「固定資産売却益」及び「投

資有価証券売却益」は、当中間期において金額の重要性がなくなったため「特別利益」の
「その他」に含めて表示する方法に変更いたしました。当中間期の固定資産売却益は９１

２百万円、投資有価証券売却益は５０百万円です。
前中間会計期間の損益計算書において、区分掲記していた「子会社整理損」は、当中間
期において金額の重要性がなくなったため「特別損失」の「その他」に含めて表示する方

法に変更いたしました。当中間期の子会社整理損は０百万円です。

その他注記事項

（注記）

１．輸出為替手形（信用状なし）割引残高　   １,４７１百万円
２．偶発債務

　　　　　保証債務残高　　　　　　　　　　 　１５,４８８百万円
　　　　　経営指導念書による残高　　　　　　 　　 ７３４百万円
　　３．自己株式   　　　　 ５,３５０株  　　 　 　　　６百万円
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有価証券の時価等 （百万円未満切捨て）

１１年９月中間期(11．９末現在) １１年３月期(11．３末現在) １０年９月中間期(10．９末現在)

貸借対照表 時 価 評価損益 貸借対照表 時 価 評価損益 貸借対照表 時 価 評価損益
種 類 計 上 額 計 上 額 計 上 額

(１)流動資産に
属するもの
株 式 442 2,366 1,923 446 2,135 1,688 287 1,075 788
債 券 - - - - - - 100 101 0
そ の 他 - - - - - - - - -
小 計 442 2,366 1,923 446 2,135 1,688 387 1,177 788

(２)固定資産に
属するもの
株 式 57,542 120,187 62,644 57,226 107,408 50,182 54,338 76,753 22,415
債 券 307 325 17 347 370 23 372 408 36
そ の 他 - - - - - - - - -
小 計 57,850 120,512 62,662 57,573 107,779 50,205 54,710 77,162 22,452

合 計 58,293 122,879 64,585 58,019 109,914 51,894 55,098 78,340 23,241

（注）１.時価等の算定方法
上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格
店頭売買有価証券 証券業協会が公表する最終売買価格等
証 券 投 資 信 託 基準価格
の 受 益 証 券

２.株式には、自己株式を含んでいます。(自己株式にかかる評価損益 11年９月中間期 ０百万円
1 1 年 ３ 月 期 ０百万円
10年９月中間期 △０百万円）

３.開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
１１年９月中間期 １１年３月期 １０年９月中間期

（流動資産）
ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ期間内の証券投資 2,882 百万円 928 百万円 928 百万円
信託の受益証券

（固定資産）
非上場株式 190,339 百万円 180,714 百万円 180,515 百万円
（店頭売買有価証券を除く）

(179,948 百万円) (170,604 百万円) (170,465 百万円)
債券 8,189 百万円 8,610 百万円 5,623 百万円

( )内は関係会社に係るもので内書です。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通 貨 関 連 （百万円未満切捨て）

１１年９月中間期（11.9末現在） １１年３月期(11.3末現在) １０年９月中間期(10.9末現在)
区
種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

分 時価 評価損益 時価 評価損益 時価 評価損益

１年超 １年超 １年超

市
場 為替予約
取 売 建
引 米ドル 2,210 － 1,765 445 2,681 － 2,418 263 3,354 － 3,235 118
以
外 買 建
の 米ドル 1,864 － 1,799 △ 65 2,460 － 2,330 △130 2,737 － 2,994 256
取
引

合 計 － － － 380 － － 132 － － － 375

（注）１．時価の算定方法
為替予約取引
11年９月中間期・・・先物為替相場によっております。
1 1 年 ３ 月 期・・・先物為替相場によっております。
10年９月中間期・・・先物為替相場によっております。

２．「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については注記の対象
から除いております。

３．上記の為替予約取引の売建は、1999年度下半期の輸出代金の受け取りに備えるためのものです。一方、為替予約取引
の買建は、1999年度下半期の輸入代金の支払いに備えるためのものです。

上記の為替予約取引以外のデリバティブ取引は該当事項ありません。
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